
月例経済報告（３月）

○基調判断は１年９か月振りに上方修正 （内閣府：３月１４日発表）

３月１４日に発表された３月の月例経済報告では、設備投資は、大幅に減少していること、失業率が高

水準で推移するなど、雇用情勢は厳しさを増していること、個人消費は横ばいとなっていること、輸出

は下げ止まりつつあり、生産にも下げ止まりの兆しがみられることを取り上げた上で、景気に対する判

断を「依然厳しい状況にあるが、一部に下げ止まりの兆しがみられる」と総括し、基調判断を１年９か

月振りに上方修正した。一方、先行きにおいて、厳しい雇用・所得環境や企業収益の動向などが、今後

の民間需要を下押しする懸念があることを指摘している。

また、経済財政担当相は「底入れの時期はもう少し様子を見て判断するが、２００２年度後半にはプラス

の動きが出てくる」と表明し、景気の底入れが近いことを示唆した。

主要項目では、輸出が世界的なIT関連の在庫調整の進展などによって電気機器がおおむね横ばいと

なり、また、一般機械の減少幅も縮小するなどから上方修正した。輸出の動向、在庫調整の進展を受け

て生産についても上方修正した。その他、個人消費も上方修正されたが、設備投資については、１０―１２

月期に減少幅を拡大していること、資本財出荷が２００１年に入って以降減少が続いていること等から下方

修正した。

政策態度については、「デフレ対応策について整理を行ったところであり、今後とも経済金融情勢の

変化に即応していく」等が新たに明記された。

１年９か月振りの上方修正、最近の株価の上昇など日本経済に明るい兆しが見えてきたかに思える。

昨年１１月から今年２月にかけて景気が底を打ったとの見方も浮上しつつある。しかし、景気を牽引する

のが今のところ輸出のみという状況では、仮に底打ちしたとしても、その後の成長パスを描きにくく、

依然厳しい状況が続くものと思われる。

マクロ経済トピックス
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３月の月例経済報告の総括判断及び主要項目の比較（前月からの変更部分に下線）

２月 月例 ３月 月例

総括

判断

景気は、悪化を続けている。

・個人消費は、弱含んでいる。

・失業率がこれまでにない高さに上昇するなど、

雇用情勢は厳しさを増している。

・輸出に下げ止まりの兆しがみられ、生産は減少

テンポが緩やかになったものの、設備投資は減

少している。

先行きについては、厳しい雇用・所得環境や資本

市場の動向などが、今後の民間需要を下押しする懸

念がある一方、アメリカやアジアの一部に景気底入

れの動きがみられるなど、対外経済環境の改善が期

待される。

景気は、依然厳しい状況にあるが、一部に下げ止

まりの兆しがみられる。

・設備投資は、大幅に減少している。失業率が高

水準で推移するなど、雇用情勢は厳しさを増し

ている。

・個人消費は、横ばいとなっている。

・輸出は下げ止まりつつあり、生産にも下げ止ま

りの兆しがみられる。

先行きについては、厳しい雇用・所得環境や企業

収益の動向などが、今後の民間需要を下押しする懸

念がある一方、対外経済環境の改善や在庫調整の進

展が、今後の景気を下支えすることが期待される。

個人

消費
弱含んでいる。 横ばいとなっている。

住宅

建設
おおむね横ばいとなっている。 同左

設備

投資
減少している。 大幅に減少している。

公共

投資
総じて低調に推移している。 同左

生産
減速テンポが緩やかになったものの、在庫率は高

水準にある。

下げ止まりの兆しがみられ、在庫率も低下してい

る。

雇用

情勢

厳しさを増している。完全失業率がこれまでにな

い高さに上昇し、求人や残業時間、賃金も弱い動き

が続いている。

厳しさを増している。完全失業率が高水準で推移

し、求人や賃金も弱い動きが続いている。

倒産

件数
高い水準となっている。 同左

業況

判断
一層厳しさが増している。 同左

国際

収支

輸出は下げ止まりの兆しがみられる。輸入は、減

少傾向が弱まっている。貿易・サービス収支の黒字

は、やや増加している。

輸出は下げ止まりつつある。輸入は、横ばいと

なっている。貿易・サービス収支の黒字は、やや増

加している。

物価
国内卸売物価は、下落幅をやや拡大している。消

費者物価は、弱含んでいる。

国内卸売物価は、下落幅が縮小している。消費者

物価は、弱含んでいる。
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（参考） 月例経済報告総括判断の推移

年 月 総 括 判 断

１３年６月

景気は、悪化しつつある。
・個人消費は、おおむね横ばいの状態が続いているものの、足元で弱い動きがみられる。失業率は高水準
で推移している。
・輸出、生産が引き続き減少している。
・企業収益の伸びは鈍化し、設備投資は頭打ちとなっている。
先行きについては在庫の増加や設備投資の弱含みの兆しなど懸念すべき点がみられる。

７月

景気は悪化している。
・個人消費は、おおむね横ばいの状態が続いているものの、足元で弱い動きがみられる。失業率は高水準
で推移している。
・輸出、生産が引き続き減少している。
・企業収益、設備投資は頭打ちとなっている。
先行きについては、在庫の増加や設備投資の弱含みの兆しなど、懸念すべき点がみられる。

８月

景気はさらに悪化している。
・個人消費は、おおむね横ばいの状態が続いているものの、足元で弱い動きがみられる。住宅建設は、減
少している。
・失業率は高水準で推移し、求人や残業時間も弱含んでいる。
・輸出、生産が大幅に減少し、設備投資も減少している。
先行きについては、世界経済の減速や在庫の増加など、懸念すべき点がみられる。

９月

景気は、引き続き悪化している。
・個人消費は、おおむね横ばいの状態が続いているものの、一部で弱い動きがみられる。
・失業率は過去最高の５％台となり、求人や残業時間も弱含んでいる。
・輸出、生産が大幅に減少し、設備投資も減少している。
先行きについては、世界経済の一層の減速や在庫率が高水準にあることなど、懸念すべき点がみられる。

１０月

景気は、引き続き悪化している。
・個人消費は、おおむね横ばいの状態が続いているものの、このところ弱い動きがみられる。失業率は、
これまでの最高水準で推移している。
・輸出、生産が大幅に減少し、企業収益、設備投資も減少している。
・業況判断は、製造業を中心に大幅に悪化している。
先行きについては、米国における同時多発テロ事件の世界経済への影響など、懸念が強まっている。

１１月

景気は、一段と悪化している。
・個人消費は、弱含んでいる。
・失業率は、これまでにない高さに上昇し、求人や残業時間、賃金も弱い動きが続いている。
・輸出、生産が大幅に減少し、企業収益、設備投資も減少している。
先行きについては、米国における同時多発テロ事件等の影響もあり、世界経済が同時的に減速するなど、
懸念が強まっている。

１２月

景気は、悪化を続けている。
・個人消費は、弱含んでいる。失業率がこれまでにない高さに上昇するなど、雇用情勢は厳しさを増して
いる。
・生産、企業収益は大幅に減少しており、設備投資も減少している。
先行きについては、世界経済が同時的に減速するなど、懸念すべき点がみられる。

１４年１月

景気は、悪化を続けている。
・個人消費は、弱含んでいる。
・失業率がこれまでにない高さに上昇するなど、雇用情勢は厳しさを増している。
・輸出に下げ止まりの兆しがみられるが、生産、企業収益は大幅に減少しており、設備投資も減少してい
る。
先行きについては、世界経済が同時的に減速するなど、懸念すべき点がみられるものの、アメリカを中
心としてIT関連部門における在庫調整には進展がみられる。

２月

景気は、悪化を続けている。
・個人消費は、弱含んでいる。
・失業率がこれまでにない高さに上昇するなど、雇用情勢は厳しさを増している。
・輸出に下げ止まりの兆しがみられ、生産は減少テンポが緩やかになったものの、設備投資は減少してい
る。
先行きについては、厳しい雇用・所得環境や資本市場の動向などが、今後の民間需要を下押しする懸念
がある一方、アメリカやアジアの一部に景気底入れの動きがみられるなど、対外経済環境の改善が期待さ
れる。

３月

景気は、依然厳しい状況にあるが、一部に下げ止まりの兆しがみられる。
・設備投資は、大幅に減少している。失業率が高水準で推移するなど、雇用情勢は厳しさを増している。
・個人消費は、横ばいとなっている。
・輸出は下げ止まりつつあり、生産にも下げ止まりの兆しがみられる。
先行きについては、厳しい雇用・所得環境や企業収益の動向などが、今後の民間需要を下押しする懸念
がある一方、対外経済環境の改善や在庫調整の進展が、今後の景気を下支えすることが期待される。

（資料） 内閣府
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平成１３年１０―１２月期GDP速報（QE）

（内閣府：３月８日発表）

○平成１３年１０―１２月期実質GDPは前期比－１．２％と３四半期連続のマイナス成長へ

平成１３年１０―１２月期の実質GDP成長率は、季節調整済み前期比－１．２％（年率－４．７％）と３四半期

連続のマイナス成長となった。３四半期連続のマイナス成長は、現行９３SNAで遡及可能な昭和５０年度

以降でみれば、平成５年４―６月期～１０―１２月期以来８年ぶりとなる。また、平成１３年暦年ベースでは、

前年比－０．５％と平成１０年以来のマイナスの伸びとなった。内閣府が昨年１１月９日に発表した「平成１３

年度経済見通しの見直し試算について」における今年度の成長率見通し－０．９％を達成するためには１

―３月期は＋２．２％成長が必要となり、達成がかなり難

しい状況となった。

１０―１２月期の実質成長率を需要項目別の成長寄与度に

分けてみると、民間内需が－１．０％、公需が－０．０％、外

需－０．１％となり、前期に引き続き民間内需が落ち込ん

でいる。

民間最終消費支出は前期比＋１．９％と大幅な伸びを示

したがやや実態と乖離した感を否めない。同需要項目は

「家計調査」を基礎統計としている。家計調査ベースの

１０―１２月期の名目消費支出は前年比－３．４％となってい

るが、変動の激しい自動車等購入を除いたり、世帯調整

を施しており、その過程でサンプルバイアスが生じた可

能性がある。供給側統計である小売業販売額指数でみれ

ば、１０―１２月期は前年比－４．５％となっており、消費の

実態は依然減少基調にあると思われる。

民間企業設備投資は前期比－１２．０％と大きく落ち込み、

３四半期ぶりのマイナスの伸びとなった。７―９月は前

期比＋１．６％と予想に反してプラスの伸びとなっていた

ためにその反動が現れたものと思われる。基礎統計であ

る「法人企業統計季報」によれば、１０―１２月期の非金融

法人企業の設備投資額は前年比－１４．５％と大幅に減少し

ている（尚、今次統計から季節調整値も同時に発表され

ているが、１０―１２月期は前期比－６．３％となった（ソフ

トウェア除く））。

外需は輸出が前期比－２．７％と引き続きマイナスの伸

びとなっているが、IT関連素材（DRAM等）の在庫調

鉱工業の在庫サイクル

（注） 原系列、前年比。
（出所） 経済産業省「鉱工業生産・出荷・在庫指

数」より郵政研究所作成。

設備投資の伸び

（注） 非金融法人企業。ソフトウェア除く名目、前
年比

（出所） 財務省「法人企業統計季報」より郵政研究
所作成
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整が進展し、価格が反転し始めていることから、底打ちした可能性もあり、今後成長へのマイナス寄与

が解消されることも期待できる。

米国経済の底打ち期待、在庫調整の進展等、やや明るい材料も見られ始めており、景気悪化の角度の

緩和、ないしは横這いする兆しも出てきたが、その後の自律的回復のパスは描きにくいため、景況感の

回復には尚時間がかかろう。

国内総生産（９３SNA：季節調整系列） （１０億円、％）

２０００年度

（平成１２）

２００１年度

（平成１３）

１９９９年度

（平成１１）

２０００年度

（平成１２）

（２次速報）（QE）

４―６ ７―９ １０―１２ １―３ ４―６ ７―９ １０―１２

民間最終消費支出 ２９０，０１８ ２８６，９７３ ２８８，７９９ ２９４，２０５ ２９０，９６４ ２８５，９３０ ２９１，４８２ ２９０，３８６ ２９０，１３９

前期比 ０．４ －１．４ ０．６ １．９ －１．１ －１．７ １．９

前年比 ０．６ －２．６ ０．３ １．５ －０．０ －０．４ ０．９ ２．１ －０．１

民間住宅投資 ２０，３１１ ２０，２１６ ２０，５７３ １９，７３８ １８，４７５ １８，６５８ １８，６２２ ２０，５３９ ２０，２３２

前期比 －２．５ －０．５ １．８ －４．１ －６．４ １．０ －０．２

前年比 －２．８ －２．１ ４．０ －５．２ －９．０ －７．７ －９．５ ５．２ －１．５

民間企業設備投資 ８７，２５５ ８８，７３６ ９１，６９８ ８９，２１１ ９１，５０３ ９３，０００ ８１，８６９ ８１，７０６ ８９，３００

前期比 １．８ １．７ ３．３ －２．７ －２．６ １．６ －１２．０

前年比 １０．５ １０．８ １２．８ ４．１ ４．９ ４．８ －１０．７ －０．３ ９．３

民間在庫増減 －１，７５２ －１，９８２ －１，７７６ －１，６９８ －１，５８７ －２，２４７ －２，２３２ －１，７４７ －１，７９０

寄与度 ０．０ －０．０ ０．０ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０ －０．２ －０．０

政府最終消費支出 ８７，１１２ ８７，２６１ ８７，３５６ ８８，３１９ ８９，７１０ ８９，４６５ ９０，０８９ ８３，８３５ ８７，４９７

前期比 ２．５ ０．２ ０．１ １．１ １．６ －０．３ ０．７

前年比 ４．８ ４．５ ４．１ ４．０ ３．０ ２．５ ３．１ ５．１ ４．４

公的固定資本形成 ３８，５５０ ３７，３５６ ３５，６２９ ３８，７９３ ３４，７８５ ３５，９０２ ３５，１７６ ４０，４４９ ３７，４５６

前期比 －１．５ －３．１ －４．６ ８．９ －１０．３ ３．２ －２．０

前年比 －９．５ －８．３ －１１．３ －０．９ －９．８ －３．９ －１．３ －０．７ －７．４

公的在庫増減 １６７ １０４ １２１ １２６ －４１ －７７ ８７ ７６ １２８

寄与度 －０．０ －０．０ ０．０ ０．０ －０．０ －０．０ ０．０ ０．０ ０．０

純輸出 １３，９６５ １４，０８９ １１，８７７ １１，０２９ ９，３５８ ９，６７６ ９，１０７ １１，６２２ １２，４７０

寄与度 ０．０ ０．０ －０．４ －０．２ －０．３ ０．１ －０．１ ０．０ ０．２

輸出等 ５９，７２８ ６０，３３５ ６０，１７７ ５９，１１７ ５６，１９４ ５４，５２８ ５３，０４９ ５４，９７４ ５９，８２５

前期比 ２．７ １．０ －０．３ －１．８ －４．９ －３．０ －２．７

前年比 １４．６ １２．３ ９．７ １．６ －５．９ －９．６ －１１．８ ５．４ ９．４

輸入等 ４５，７６３ ４６，２４６ ４８，３００ ４８，０８８ ４６，８３７ ４４，８５１ ４３，９４２ ４２，９６８ ４７，０９６

前期比 ３．４ １．１ ４．４ －０．４ －２．６ －４．２ －２．０

前年比 １０．０ ９．１ １０．７ ８．７ ２．３ －３．０ －９．０ ６．２ ９．６

実質国内総支出 ５３６，８２５ ５３２，７５３ ５３４，２７６ ５３９，７２４ ５３３，１６７ ５３０，３０７ ５２４，２００ ５２６，９５１ ５３５，６９０

前期比 ０．８ －０．７ ０．３ １．０ －１．２１ －０．５ －１．２

前年比 ２．３ ０．７ ２．３ １．４ －０．６ －０．５ －１．９ １．９ １．７

名目国内総支出 ５１６，８８１ ５１１，２３６ ５１０，８８７ ５１３，５１６ ５０５，８３４ ５０１，７６１ ４９６，６１３ ５１４，３４９ ５１３，００６

前期比 ０．１ －１．１ －０．１ ０．５ －１．５ －０．８ －１．２

前年比 ０．１ －１．０ ０．３ －０．５ －２．１ －１．９ －３．０ ０．２ －０．３

３７ 郵政研究所月報 ２００２．５
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平成１４年１月分鉱工業生産等について

（経済産業省：２月２８日発表）

○１月の鉱工業生産指数は再びマイナスに転じる

経済産業省が２月２８日に発表した生産・出荷・在庫指

数速報によると、１月の鉱工業生産指数は前月比－

１．０％で２ケ月ぶりにマイナスに転じ、９１．５（季節調整

値、以下同じ）となった。前年同月比でも－１１．１％で、

生産水準は相変わらず低いレベルにとどまっているもの

の、１０―１２月期の－１３．４％に比べるとマイナス幅は縮小

した。

出荷は前月比－０．６％でこちらもマイナスに転じ、

９４．３となった。在庫は前月比－１．１％の９３．１で５ケ月連

続の低下となり、在庫調整が進展していることを示した。

また、在庫率も前月比－４．８％の１０９．０となった。在庫率が１１０を切ったのは５月以来のことである。

また同日に発表された製造工業生産予測調査結果によると、前回調査時の製造工業における１月の見

込みは１．４％増だったが、実際は１．０％減で実現率は－２．３％となり見込みを大きく下回った。２月の見

込みは４．７％増で、前回調査時の見込みと比較した予測修正率は＋１．７％となっている。また、３月の見

込みは０．９％減で一進一退の動きが予測されている。

〈前期比寄与度〉

実質国内総支出 ０．８ －０．７ ０．３ １．０ －１．２ －０．５ －１．２ １．９ １．７

民間最終消費支出 ０．２ －０．８ ０．３ １．０ －０．６ －０．９ １．０ １．２ －０．０

民間住宅投資 －０．１ －０．０ ０．１ －０．２ －０．２ ０．０ －０．０ ０．２ －０．１

民間企業設備投資 ０．３ ０．３ ０．６ －０．５ ０．４ ０．３ －２．１ －０．１ １．４

民間在庫増減 ０．０ －０．０ ０．０ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０ －０．２ －０．０

政府最終消費支出 ０．４ ０．０ ０．０ ０．２ ０．３ －０．０ ０．１ ０．８ ０．７

公的固定資本形成 －０．１ －０．２ －０．３ ０．６ －０．７ ０．２ －０．１ －０．１ －０．６

公的在庫増減 －０．０ －０．０ ０．０ ０．０ －０．０ －０．０ ０．０ ０．０ ０．０

純輸出 ０．０ ０．０ －０．４ －０．２ －０．３ ０．１ －０．１ ０．０ ０．２

輸出等 ０．３ ０．１ －０．０ －０．２ －０．５ －０．３ －０．３ ０．５ １．０

輸入等 －０．３ －０．１ －０．４ ０．０ ０．２ ０．４ ０．２ －０．５ －０．８

内需 ０．８ －０．７ ０．７ １．２ －０．９ －０．６ －１．０ １．８ １．５

民需 ０．５ －０．８ １．０ ０．４ －０．４ －０．８ －１．０ １．１ １．４

公需 ０．３ －０．２ －０．３ ０．８ －０．５ ０．２ －０．０ ０．７ ０．１

国内最終需要 ０．７ －０．７ ０．７ １．２ －０．９ －０．５ －１．１ ２．０ １．５

（出所） 内閣府資料より郵政研究所作成。

鉱工業生産指数等の推移

３８郵政研究所月報 ２００２．５
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経済産業省は基調判断を「在庫の調整に進展がみられ

るものの、最終需要動向が不透明であることなど、今後

の動向を注視する必要がある。」と、１２月の基調判断と

ほぼ同じ表現をし、最終需要動向の不透明さを理由に慎

重姿勢を継続している。

生産指数を業種別にみると、生産の上昇に寄与した業

種は、鉄鋼業が米国での自動車の需要増を反映して、前

月比＋２．６％と伸びたのをはじめ、石油・石炭工業＋

１．１％、精密機械工業＋１．６％などであるが、いずれも前

年同月比ではマイナスとなっている。また、生産が前月比で低下した業種は、電気機械工業、一般機械

工業、輸送機械工業等であるが、特に電気機械産業は前年同月比－２５．９％、一般機械工業は－２２．８％と

なった。一方、輸送機械工業は前年同月比＋４．６％となり、唯一、前年同月比でプラスとなった。

在庫指数については、化学工業、電気機械工業、一般機械工業、プラスチック製品工業等で低下して

いる。在庫循環からみても、在庫調整の進展が伺える。

生産指数は、前月、４ケ月ぶりにプラスに転じたことから、生産の転換点となる可能性が期待された

が、今回発表の生産指数は、市場の予測を大きく下回るものとなった。また、２月、３月の予測も２月

が上昇、３月は下降と一方向ではなく、需要の回復を示す経済指標も内需ではまだほとんど観察されて

いないため、外需頼みの現状では、先行きは未だ厳しいと言わざるを得ない。

平成１４年１月貿易統計（輸出確報、輸入速報）

（財務省：２月２８日発表）

○１月の貿易収支は１８４６億円の黒字と、前年同月の赤字から一転して１９ケ月ぶりに貿易収支改善

財務省が２月２８日に発表した平成１４年１月の貿易統計（輸出確報、輸入速報）によると、輸出は前年

同月比－１．８％の３兆５５９６億円、輸入は同－９．３％の３兆３７５１億円となり、貿易収支は前年同月の９５７億

円の赤字から一転して１８４６億円の黒字となった。これは、輸入の減少幅が輸出の減少幅を大きく上回っ

たためであり、貿易収支が前年同月比で改善するのは１９ケ月ぶりとなった。

輸出は１０ケ月連続の減少となったが、減少幅は縮小している。商品別にみると自動車が同＋２４．８％、

鉄鋼が同＋２７．０％と大幅に増加したほか、化学製品、繊維、食料品なども堅調な伸びがみられた。特に、

自動車はRVなどの新車効果と円安を背景として北米市場、EU市場を中心に市場シェアを高めており、

輸出下支えの要因となっている。一方、通信機の同－４２．８％を筆頭に電気機器が－２０．８％と大幅に減少

したほか、一般機器の同－１２．３％、精密機器の同－２６．９％などハイテク関連の産業において減少が目

立っている。これは、世界的なIT不況により電子部品の需要が低迷していることや、中国・東南アジ

アなどに生産工程を移転したため輸出が代替されたためとみられる。しかしながら、１０～１２月期の米国

のパソコン販売が堅調であったことや、DRAMや液晶パネルの価格下落にも歯止めがかかるなど、一

在庫循環（鉱工業全体）

３９ 郵政研究所月報 ２００２．５
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部にIT需要の回復の兆しもみられることから、今後IT

関連の輸出も回復に向かう可能性もある。

一方、輸入は前年同月比－９．３％と依然として低迷が

続いている。特に原油が同－２３．０％、半導体が－２９．２％

と大きく減少した。国内の景気悪化を反映して、企業の

生産活動が低迷しており、特に素材・部品関連の生産財

を中心に落ち込みが目立っている。一方、消費財は食料

品が同＋８．０％、医薬品が＋１６．６％とプラスに寄与して

いる商品もあり、落ち込みは比較的軽微に止まっている。

また、地域別にみると、対EUが６１０億円の黒字と前年

同月に比べて、貿易収支が減少しているのに対して、対

米国が５２２４億円の黒字、対アジアが４５５億円の赤字と増

加に転じた。米国の黒字増加の要因は、米国メーカーに

よる自動車のゼロ金利キャンペーンなどによる自動車販

売の好調が自動車輸出に寄与したためである。また、ア

ジアの赤字縮小の要因は、鉄鋼・船舶などの輸出が好調

であったほか、半導体、衣類など輸入が低迷したためで

ある。

このように、貿易収支が改善されたとはいえ、外需の

回復というよりは内需の低迷が主要因となっている。現在、米国経済、アジア経済の回復の兆しがみら

れること、為替レートは今年に入り１ドル１３０円台に下落するなど円安傾向が続いていることから、輸

出環境は好転し始めている。内需の自立的回復力に期待できない状況で、外需が景気回復のきっかけと

なるかどうか注目されるところである。

○１４年１月貿易収支（輸出速報、輸入確報）概要

商品別輸出伸び率寄与度

輸出・輸入・貿易収支推移

１．総額

数 値
前年同月比

伸び率（％）
摘 要

輸 出
金 額 ３兆５５９６億円 ▲１．８ １０ケ月連続の減少

数量指数 ９７．０ ▲１．７ １３ケ月連続の減少

輸 入
金 額 ３兆３７５１億円 ▲９．３ ６ケ月連続の減少

数量指数 １２１．０ ▲６．０ ６ケ月連続の減少

貿易収支 金 額 １８４６億円 １９ケ月ぶりの増加

４０郵政研究所月報 ２００２．５



２．地域別

数 値
前年同月比

伸び率（％）
摘 要

米 国

輸 出 １兆９０５億円 ▲３．８ １０ケ月連続の減少

輸 入 ５６８１億円 ▲１６．０ ８ケ月連続の減少

貿易収支 ５２２４億円 １４．４ ５ケ月ぶりの増加

Ｅ Ｕ

輸 出 ５３２０億円 ▲１４．２ １０ケ月連続の減少

輸 入 ４７１０億円 ▲１．９ ２ケ月連続の減少

貿易収支 ６１０億円 ▲５６．４ １７ケ月連続の減少

ア ジ ア

輸 出 １兆４１５７億円 ２．１ １０ケ月ぶりの増加

輸 入 １兆４６１２億円 ▲７．０ ６ケ月連続の減少

貿易収支 ▲４５５億円 ▲７５．２ １４ケ月ぶりの増加

４１ 郵政研究所月報 ２００２．５
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